
書式第 12号 (法第 28条関係 )

事業報告用

令和 5年度 事業報告書

1 事業の成果

【総括】

インドの事業では Tafbesh(タ フティーシュ)事業が 10年の区切りを迎え、IЮadershり Ne■ (サ
バイバーのリーダーシップ)事業も着実に進捗しています。日本の事業は立ち上げフェーズが進行中で、
それらを下支えする資金1,日達と経営管理の安定性は高く、また経営体制を変更し混乱はあるものの経営

機能は以前に比べると少しづつ改善傾向に見られ、さらなる可能性を追求する段階です。組織がミッシ

ョンを実現するための鍵となるのは、事業が円滑に立ち上がることと捉え、「『尊厳を大切にし、大切

にされている社会を育む』ための『良い事業』が健全に育つ組織」であることを実現するために引き続

き力を注ぎたいと考えています。

【インド事業】

活動開始から 11年が経過したTa■eesh事業は、10年間の事業評価を実施し、システムヘどのような

変革をもたらしたのかということを評価しました。24年度内に、全パー トナー団体が他財団から資金調

達ができている状態をFl指 し、2035年 ビジョンを作成しました。
Leadershり Next事業は 5年が経過し、27の多様なサブプロジェクトを支援しています。ILFATは
登記が完了し、 2つの賞金を獲得するなど、引き続き[■1レベルでのサバイバーリーダーシップが評価さ

れています。
24年度で事業開始から 12年が経過するため、組織としてはインドのこれまでの総括を行った上で、

新団体への事業移管を選択肢の 一つとして、今後の方針を決定していく予定です。。

【日本事業】
23年度は孤立しがちな妊産婦の支援事業が大きく前進し、24年 1月 に千葉県松戸市で、妊産婦の居

場所 「ふたやすみ」の運営を開始しました。24年度は約 15名の妊産婦とそのご家庭の支援を検討して
います。
アフターケア事業も着実に立ち上げフェーズを歩んでおり、「Fl本中で虐待被害を受けた若者がどの

ような環境・地域で育っても適切な支援・つながりを得られる社会を実現する」ために、全国ネットワ

ーク組織の事務局を担う方向性で動いています。

24年度からは妊産婦事業、アフターケア事業をそれぞれ妊産婦事業、新規事業とし切り分け、事業の

さらなる成長にチャレンジしていきます。

【ソーシャルコミュニケーション事業】

事業ミッションである「あなたに伝えて私を増やす」を実現するため、23年度は啓発性を高めること

に意識的に取り組みました。具体的な施策としては会員アンケー トや全国説明会ツアー、Webコ ンテン
ツの見直しなどを実施し、社会課題をより身近に、「自分事化」してアクションの輸を広げていくには

どうしたらよいかの検討を重ねています。
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2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【408,959】 千円)
定款に記載
された
事業名

`11業内容 ||‖ | 場所

従事
者
人数

受益
対象イ

範 1川

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

問題当事者の支援

及び支援モデルの

構築事業

【インド】Tafteesh

複数のパー トナー団体と共

に被害にあつた女性たちが

権利・正義を取 り戻せるよ

う、イン ドの中央政府や各

州政府 、各地区に働 きか

け、捜査・裁判や被害者を

支援する仕組みを変えてい

くことを目指し取り組む。

通 年

7 ハ フ ン

ュ ト ラ

州、西ベ

ン ガ ル

州、アン

ドラプラ

デシュ州

1名

人身 売 買
サ バ イバ 257名 52,906

【イン ド】Ta■eesh予防事
業

人身売買の被害者が多いイ

スラム教徒の女性 。こども

たちと、ジェンダーが多様

なこどもたち・若者を対象

に、親 とこどもたちの感情

的つなが りを再生するよう

な取り組みなどを行う

2023 4}=

10月 ～

西ベンガ

ル州
l名

人 身 売 買

の 被 害 に

あ う脆 弱

性 の 高 い

コ ミュ ニ

アイ

11,902

名
11,241

【日本】児童養護施設など

を出た若者の巣立ちの応援

事業

児童養護施設やアフターケ

ア事業所におけるアフター

ケアの取り組みを支援する

通 年
千葉県松

戸市
3名

社 会 的 養

護 を出 た

rど も・
若 者 、及

び そ の支

援者

200名 12,021

:日 本】困難を抱えた妊産

婦の支援事業

困難を抱えた妊産婦のため

の居場所づくりを実施する

通 年
千葉県松

戸市
8名 女f」 )[女「|} 4名 35,424

社会を変え育むリ
ーダー及び組織育

成事業

【インド】Leadershり Next

人身売買の被害を生き抜い

てきたサバイバーたちが、

社会を変えるリーダーヘと

成長することを支援する事

業。また、イン ド全土の反

人身売買 リーダー連盟を通

じて、サバイバー リーダー

シップを支援する。

通年
インド全

域
1名

人 身 売 買

サ ン'ヾ イン‐ヾ

― 及 び 構

造 的 暴 力

被 告 サバ

イバー

4011名 70,132

|

|

|

|

|

|

|

|

|

|



多様 な組織 と連

携・協働に取り組

むネットワーク・

エコシステムづく

り事業

【日本】地域の創発・協働

事業
「子ども 。子育てにやさし

いまち」を目指 し、こども

の権利条例に向けた市民運

動や官民の支援者間の連携

促進を支援する。

通 年

千葉県松

戸市、そ

の他適所

3名

該 当地域

の 子 ど
も ・ 若

者 、養 育

者 、 及
び 、 支援

に 関 わ る

関係者

不特 定

多数
8,618

調査研究をし、社

会・政府に対 して

提言を行 う政策提

「キ事業

【日本】政策に関わる取 り

組み

社会的養護を経験 した子ど

も 。若者のアフターケアを

充実化を目指 し、関連省庁
への政策提言を行う。

通年 「1本仝II」 3名

社 会 的 養

護 を 出 た

子 ども・

若 者 、及

び そ の 支

援者

不特 定

多数
32

より多くの市民に

関心をもってもら

い行動を促す啓発

事業

【日本】啓発活動

活動報告会や イベ ン ト、

Web上での情報発信、メー
ルマガジン発行、年次報告

書発行、講演会などを通 し

た普及啓発活動を行う。

通 年

日 本 全

国、全世

界 各 地

(オ ンラ

イン上含

む)

9名

当 団 体 の

ミ ッシ ョ

ン に 共 感

し、 関 心

の あ る 人

たち

23,403

名
218,586

経済的 。社会的に

脆弱な人々が作る

生産物の販売事業

当該年度の実施なし

その他日的を達成

するために必要な

事業

当該年度の実施なし

(2)その他の事業 (事業費の総費‖]【   】千門)
定款に記載

された ''業名
事業内容 11時 場所 従事者人数 事業費 (千円)

その他の事業は実施なし

|

|

|

|

|

|     |

|  | |

|

|

|

|
|

|

|     |  |
|     |  |
|     |  | |

|



|1式第 13号 (法第 28条関係 )

令和 5年度 活動計算書 (その他事業が生登場合)
事業報告用

特定非営利活動法人かものはじプロジエクト

円 )

科 目 金  額 小計・合計

368,772.313

868,772.31(3

93.228,

93,228,320

28.929.677

28,929,677

8()1, 106

3.874.

495.606.

1

常 収 益 計

2 受取寄附金
受取寄附金

3 受取助成金等
受取助成金

4 事業収益
普及啓発事業収益

5 その他の収益
受取利[
為替差損益

雑収益

3, 184

2,551,171

1,320.001

【A】 経 常 収 益

受取会費

受取会費

事業費

(1)人件費
給料手当

法定福利費

通動費

83.498.

72,866,639

10,424, 441

207.000

(2)その他経費
業務委託費

支払助成金

研修費

広告宣伝費

会議費

諸会費

旅費交通費

通信運搬費

消耗品費

印刷製木費

新聞図書費

保険料

支払手数料

減価償却費

租税公課

雑費

325.461,

109,900,780

45,616,1111

1,478.135

138,462,4921

1,329,209

787,979

5.440.293

362,4821

265,378

163,819

95.3731

339,3601

19,315,349

1,887,600
|

8001

15,900

四玉壼ロ業費計 ■■■■■■■目■■□□回回

【B】 経 常 費 用

|



2 管理費
(1)人件費
給料手当

法定福利費

通勤費

福利厚生費

44.115.909

37,040,298

6.853,4701

54,952

167,1891

(2)その他経費
業務委託費

研修費

広告宣伝費

会議費

諸会費

旅費交通費

通信運搬費

消耗品費

印刷製本費

新聞図書費

水道光熱費

保険料

地代家賃

支払手数料

リース料

雑費

支払報酬

租税公課

支払利息

36.185.

10,250.0331

4.418.0061

4,184,9151

651, 157

216,000

2.611,6831

1,263,4471

297.287

799、 0451

38,340

266,9461

95.300

3.944,6001

1,429,513
|

335,2801

667,500

4,565,000

72.850

78,9981

管理費計 80,301.

489.260.949

当 期 経 常 増 減 額 【A】 ― 【B】 … Ю |

6.345. 123

【C】 経 常 外 収 益

常 外 収 益 計

【D】 経 常 外 費 用

常 外 費 用 計

当 期 経 常 外 増 減 額 【C】 ― 【D】 ・ … ② 0

当 期 正 味 財 産 増 減 額 ①+② … ・③ 6.345.123

前 期 繰 越 正 味 財 産 額 ⑤ 318.241.823

次 期 繰 越 正 味 財 産 額 ③+⑤ 324.586.946

経 常 費 用 計

|

|



吉式第 15'ナ (法第 28条関係 )

令和5年度 貸借対照表
事業報告用

特定非営利活動法人かものはじプロジェク ト

科 目 全__墨___L__坐計・合計
【A】 資 の  部
1 流動資産

現金預金

未収金

立替金

前払金

前払費用

280,945.023

30,970,504

59,910

77.000

808.267

流動資産合計 ・・・① 312.860,7

2 固定資産
(1)無形固定資産
ソフ tヽ ウェア 6.763.900

(2)投資その他の資産
長期米収金

差入保証金

Leadershipヽ cxtフ ‖グラム
't金
特定資産

合計 77,705,447

【A】 資 産 合 計 ①+② 390.566.151

【B-1】 負 債 の 部
1 流動負債

未払金

未払法人税等

前受金

1年以内返済長期借入金

預り金

前受助成金

26.135.2411

70.0001

110.0001

1.335.0001

3.522.0431

34 806 9211

流動負債合計 ③ 65,979.205

2 固定負債

固定負債合計 ④

負 債 合 計 ③+④ 65,979.

【B-2】 正 味 財 産 の 部

正 味 財 産 合 計 324.586.946

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 390.566.151

|

13.199.7371

1.242.0001

56,499,8101

|

前期繰越正味財産額

当期正味財産増減額

318.241.8231
~  ~~~~■

6.3`15.1231



令和5年度  財務諸表の注記 '「 業報告用

特定非営利活動法人かものはじプロジェクト

重要な会計方針

財務諸表の作成は、や0法人会計基準 (2010年 7月 20日  2017年 12月 12日 最終改正 NPO法人会計基準協議会)

によっています.

(!)固定資産の減価償却の方法
無形固定資産 :ソ フトウェアは.定額法 (5年 )に よっております.

(2)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は税込方式を採用してお ります。

使途等が制約された寄附金等の内訳

使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以 ドの通りです
当法人の期末時点で使途が制約されていない正味財産は324.586,946円 です .

3.固 定資産の増減内訳

1(, 28

立 :「ll

(ヰ )Lea¨ rshipヽ ext事 業の第二期期間 (2021午 8月 ～2024年 7月 当初予定)の 9カ 月間延長に伴い.2022年度に特定資産として計上した
95,355,877円 につきましては、2025年 4月 までに支出する見込みです。また、2023年 4月 ～2024年 2月 に本事業として支出した

38.856.067円 の取り崩しを行ったため.2024年 3月 31同 時点における特定資産の残高は56.499,810円 となります .

|■  く ,|=

所蔵盃あ聡編 124,311.943円て、当期受入額と
の差額lb,762.117円 は前受助成金として貸借
対照表に計上しています .

8.5・ 19.826 8.519.826

TaFteesh I防 事業
(イ ンド事業)

助成金の総額は39,424.655円 。前期まで |こ受

取助成金として計上した分を除いた残 り

20,379,851円 を当期の受取助成金として計上

しています。なお、当期受入額との差額
19,044.804円 は前受助成金として貸借対照表
に計上しています。20.379.851 20.(,79.851

Lcadership Ncxt事 業

(イ ン ド事拗

2s.929.6F728.929.677合計

・
‐1′ 1

6.763.90()

5(、 .199,81()

13. 199.737

1.2.12.000

38.856.067 56.199,81()

8.651.500

13. 199,737

1.242.000

△ 1.887.6008.651.500

95.355.877

13. 199.737

1.092.000

0

O

150,000

0

無形固定資産

ソフ トウェア

投資その他の資産

長期末収入金

差入保証金

しea“ rSh“ ヽXtプ ロ
グラム基金特定擬産
(*)

79.593.047 ′、1.887.600 77,705,447150.000 38,856,06,合計 118.299, 114

当期返済 期末残高期首残高 当期借人科 目

5.(,40.000 1.1,115,0006.675.000
長期借入金
(1年以内返済予定を含
む )



財務話表|[
計上された金額

内

引

内 .近親者 及
び支配法 人等 と

の取 引～
||

13. 199.737 13. 199.737
■ | ':え

｀

6.159,991
.||● |: |:,,

II・ ■賃】‐‐,「
・

'2.866.639

37.040.298 3. 117.773
_ :| : 1:.

I ‐1贅 l ‐.. =‐

1,75,,500
(活動計算書)
〔管理費】研修費

.1.118.006

役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な事項

・ 事業費と管理費の按分方法
各事業の経費及び事業費と管理費に共通する経費のうち、給料手当、賞与および法定福利費については従事割合に基づき按分してい

ます。

追徴課税について
2018年 3月 まで当法人の一事業であったカンポジアのコミュニ テノ・ファクトリー事業 (以下、 iCF事業」)1こついて、2021年 8月 に

カンボジア税務当局から税務調査があり.また、2022年 12月 に2016年 4月 ～2020年 3月 の期間の消費税・法人税.源泉徴収 及び延滞に
対する課税・利息の合計、1.586.865,187リ エル (58,714,011円 )の 納付が命 じられました。

当該CF事 業については、2018年 3月 31日 、PO法人SALASuSt(以 下、 「SALASUSU」 )に事業譲渡しています。SALASUSt'と 共同で外部の

専門家に依頼し.税務当局に対して当 該追徴額を不服として抗弁・交渉を継続しています。

※日本円は読者の便宜のために提供するものであり.2024年 3月 31日 の為替相場 (lリ エル =0.037円 、単位未満切捨て表示)で換算
しています .

TaFteesh事 業について
2019年 10月 にOak財 団と3年間の契約を締結しました.Oak財団が450.0000Sド ソレ (2019年度から2022年度末よ●2.当 晏△が
102.606.096円 (2019年度から2023年度末まで)を拠出し.本契約 下の事業が完「 しました。なお、2023年 10月 にOak財」とTarteesh
予防事業に関する新たな3年間の契約を締結しております。



書式第 17';(法 第 28条関係 )

令和5年度 財産目録
事業報告川

科 目 金   額 4' :+ 合   計

A 資 産 の 部

1 漁動資産

■金預金

現金

外貨現金

lo6.534

16.610

109.924

普通

ζ tlF受行
嗜

'1査

蚤[彙 E5借預金

:][:|::lli:11:[ :]i[霞金

219.725.0681

21.261.8511

23.373.b09

5.435.3521

10.992.7091

ヽ収 金  「件 30970,5041

59.91011■ 全  lⅢ―

77.000

‖ri払費用 4件 8(,8.267

流動贅産合計 312.860.

2 固定資産
(1)無形固定資産

_′
7、 ウェア 6.713.900

(2)投資その他の■産
長期末1、 , 1′生 13.199,7371

1.242.0001

頭49面
「

teadership Nextブ l'グ ラム基金特定資産

77 44

【A】 資 産 合 計 3+② 390.566. 151

【B-1 負 の  部

1 流動員債

た払 全 531= 26. 1133.241

70.000.

,10.000

1.3.す o.000

払ヽ法人税等

1.336.000

3.5ぜゼ.013

31.3()1, 921. 1..1.ti｀  」■

流動負債合計 65.979.

2 固定負債

【B-1】 負 債 合 計 う+④ 65.979 205

324 586 946

特定非営利活動漱人かものはじプロジェク ト

|

一
　

　

一

【B-21正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事業報告用

令和5年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

1 確認事項 (法第20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )
□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役名
どちらかにC

(フ リガナ)

氏名

1
理 事

アオキ ケンタ

青木 健太
 

令和 4`|:4月 l II

令輛15年 3月 3111

令和4年 1月 111

令和5年 3月 31日

2 監 事理 事

サイ トウ サヤカ

齋藤 |■耶香

令和4年 4月 111

令和5年 3月 3111

年

年

月 日

ロ月

3

イ トウ ケン

伊藤 健
 

令和1年 4月 l FI

令和5年 3月 3111

年  月  日

年  月  日

・1 監 事

:,/ ,/ y -"+=

篠HI真貴 r

令和4年 4月 1日

令和5年 3月 3111

年  月  日

年 月 ||

:)

1離事
3.1!'" l -",/:7

横 |11 1‐祉 r  

令和4年 4月 111

令和5年 3月 3111

年 月

月

日

|」年:

6 監 事
ヒグチ テツロウ

樋 [1哲朗

令和4年1月 1ロ

令和5年 3月 3111

年   月    日

年  月  日

理 す 性 菫

ヤマモ ト

リョウタロウ

山本 龍太朗

令和4年4月 111

令和5年 3月 3111

年  月  日

年  月  日

8

ハンモ ト ジュンコ

橋本 純 r 令下115年 3月 3111

年  月  ||

年  月  日

年  月  ||

年 ∫| ||

年

年

月

月

日

曰

10 理事・監事

年  月  il

年  月  II

年  月  日

年  月  日

特定ヨト営型活動菫塾、企Lの生しプロ2ニク上

|

|

 前事業年度内の 1報酬を受けた期間 |

1  就任期間  1該 当者のみに記入)|

|

|

afrrr+aEl11 
|

9 1 理事・監事
 |

´ 、`理事
(監ジ

|

|

|

|



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係 )
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人かものはじプロジェクト

氏    名

1 齋藤 早耶呑

2 青木 健太

3 本木 恵介  

4 金子 功

6 小城 武彦

7 山崎 幸平  

8 高橋 義孝  

9 山LI元毅

10 堀尾 健太

11 藤井 武治

12 井 11英之  

51河合 哲志

|

|

|

|

|

|

|

|

|

|

|

|

|

|

|

|




